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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は以下の三つである。(1)『ビジネスミーティング英語力』(朝日出版
社)の刊行であり、そこで明らかになったビジネスミーティングにおける様々な問題点とその解決策を整理し、
ビジネスミーティングにおける役職別の到達目標とそれに至るまでの方策のひな形を作成したこと。(2)ビジネ
スミーティングの自律学習システムの基盤を準備したこと。(3)国内外の学会で成果発表し、さらには国際シン
ポジウムを開催することにより、本研究の意味を広く認知させることができ、平成31年12月に刊行予定の
Routledge社からの本においていくつかの章で紹介する足がかりになったこと。

研究成果の概要（英文）：This research provided the following three outcomes: (1) the publication of 
“Essential English for Business Meetings” (Asahi Press) , in which we proposed solutions for the 
identified difficulties in business meetings and created a model for the achievement goals and 
strategies for business meetings based on the career stage; (2) the development of an autonomous 
genre-based English learning platform for business meetings; and (3) the wide dissemination of the 
research findings and their significance by presenting at conferences in Japan and overseas as well 
as by organizing international symposia &#8212; a book containing the research results is scheduled 
to be published by Routledge in December 2019.
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１．研究開始当初の背景 
本研究を開始したのは2015年であるが、ビ

ジネスのグローバル化に伴い、ビジネスパー
ソンに求められる英語能力は大きく変化し
てきており、2005年を境に、日本の海外取引
は、北米ではなく、アジアがメイン舞台とな
っている状況であった。そこで使われている
英語は、もはやネイティブスピーカーの英語
ではなく、共通語としての英語（English as a 
Lingua Franca、以下ELF）である。さらに、
会議も対面式のものだけではなく、SNS
（Social Networking Service）やデバイスの進
化に伴いよりユビキタスな環境の中でテレ
ビ・電話・ネットによる会議が日常的に開催
され、ELFの使用頻度も極めて高くなってき
ていた。ビジネスにおいて業務目的を達成す
るためには、高度な発信スキルが要求されて
いるが、英語によるビジネスコミュニケーシ
ョンの多国籍化・多文化化・多国間化が進む
ことで、事態は複雑化しており、その実態を
解明した上で、具体的学習目標を掲げ、変化
に対応していくための自律した学習者を育
成することは喫緊の課題であった。 

小池・寺内（2010）は、7354人のビジネス
パーソン調査結果から、グローバル時代にふ
さわしい英語コミュニケーション能力の具
体的到達目標を提示している。日本人が国際
交渉を第一線で行うのに必要な英語力を３
段階に区分し、最上段階を「グローバル時代
の最先端を行く能力レベル：TOEIC 900点以
上」、第２段階を「国際コミュニケーション
での英語運用能力の標準レベル：850点以上」、
第３段階を「一応国際コミュニケーションと
して通用できるレベル：800点以上」とした。
また、日本人の英語コミュニケーション能力
の質と量の向上を目指す政策の必要性を訴
え、国際交渉に必要な英語力と現実の英語テ
ストからみた英語力との差はTOEICでは150
点であるとも指摘した。 
また、ビジネス分野のニーズ分析研究によ

れば、英語によるミーティングは達成困難度
が高く、それに対応した包括的な英語スキル
の必要性が指摘されていた（Khoo, 1994;  
Barbara et al., 1996; Hagen, 1999; Tsuji & Tsuji, 
2012）。さらに、研究開始当初の（ビジネス）
ディスコース研究の多くは、交渉、ミーティ
ング、E メール、ビジネスレターを扱ってお
り（Nickerson, 2005）、BELF（Business English 
as a Lingua Franca）研究も盛んに行われてい
た（Louhiala-Salminen et al., 2005）。しかし、
達成困難度が高い「ビジネスミーティング」
に焦点を置いた大規模調査は類例がなく、そ
の点に着目し、寺内他（2012-2013）では約
1000 人の課長級以上の日本人グローバルビ
ジネスパーソンを対象に本格的な実態調査
を実施した。本研究はこの研究成果を土台と
して発展させることが出発点であった。その
単純集計結果から、1) 仕事のうち 3 割が英語、
2) 会議のうち 2 割が英語、3) 英語による社
内会議は月平均 5 回開催、4) ESL＆ELF スピ

ーカーが 3～4 割参加、5) 社内・提携会議で
は「課題発掘／問題解決・調整」が、社外会
議では「交渉」が、それぞれ最も困難、6) 相
手の主張を斟酌し応対する過程の困難度が
高い、7) ニュアンス・細部に関する困難度が
高い、8) リスニングが際立って困難、精神的
要因があるとの回答は 5 割以上、という結果
が出ている。さらに、クロス集計結果では、
1) 英語レベル（Common European Framework 
of References、以下 CEFR）が高い部署ほど、
会議をする上での困難度が減る、2) 参加者の
「言語的背景」がダイレクトに参加者の心理
面・精神面に関連するよりも、動的なコンテ
クストがより関与している可能性があると
いう研究成果が出ていた。 
 
２．研究の目的 
こうしたビジネスミーティング調査研究

を足がかりに、本研究では、先行研究で得ら
れた知見、手法、データを再検証しながら、
まずはビジネスミーティングにおける問題
点の洗い出しとその解決方法と、それに合わ
せた教材開発を含んだ英語自律学習モデル
の構築を行うこととした。そのモデルの適応
性を図るため、日本、韓国、中国において実
際にグローバルビジネスパーソンを被験者
として模擬実験をし、最終的には、そのモデ
ルを再検証することにより、ビジネスミーテ
ィング英語自律学習モデルのプラットフォ
ームを完成させることを最終目標とした。 
本研究の具体的な目的は、ビジネスコミュ

ニケーションを行う中で直面する諸問題を
ESP（English for Specific Purposes）の視点か
ら「会議」、「交渉」、「ビジネスレター」など
のジャンルごとに整理し、その解決策を提示
し、さらに自らがその解決に向かうための自
律学習のタスクを提言することであった。そ
のためには、(1) グローバル化が進み、共通
語としての英語（ELF）によるコミュニケー
ションが増加する日本、中国、韓国で、ビジ
ネスパーソンに求められるコミュニケーシ
ョン能力と CEFR に基づいた到達モデルの策
定、(2) この到達モデルに対応した実際に求
められる英語のコミュニケーション能力育
成のための具体的な自律学習方法の提案を
行うことであった。 
 
３．研究の方法 
研究全体は、以下の流れで進め、プラット

フォームの完成、そして、国内外に向けてビ
ジネスコミュニケーション能力の習得を目
指した提言を行った。 
 
アンケート⇒インタビュー⇒実地調査⇒モデ
ル構築⇒被疑者による模擬実験⇒検証⇒交
渉・ビジネスレター等のビジネスジャンル別
英語自律学習モデルのプラットフォーム⇒ 
国内外の学会、シンポジウムを通じて提言 
 
 



４．研究成果 
本研究の成果は以下の 3 つである。 

(1)『ビジネスミーティング英語力』（朝日出
版社）の刊行 
本研究の先行研究となる「企業が求めるビ

ジネスミーティング英語力」の調査結果を国
内外の学会で成果報告をするとともに、平成
27 年 5 月に『ビジネスミーティング英語力』
（朝日出版社）を刊行した。この本の作成の
ために、本研究の基本となるビジネスのジャ
ンルに関連した先行研究の整理をしながら、
本や雑誌でその成果を発表したことはとて
も有益であった（Terauchi & Maswana, 2015; 
Terauchi & Araki, 2015 他）。そして、そこで
明らかになったビジネスミーティングにお
ける様々な問題点とその解決策を整理し、ビ
ジネスミーティングにおける役職別の到達
目標とそれに至るまでの方策のひな形を作
成した。 
 
(2)ビジネスミーティングの自律学習システ
ムの基盤（プラットフォーム）の開発 
ビジネスミーティングでプロジェクトを

行う際に進捗会議が開かれるが、その対応を
例とした新プラットフォームを開発した。新
プラットフォームを図で表すと、下図 1 の通
りとなる。教材を使用しながらユーザーが自
律し学習するスタイルとした。準備、ミーテ
ィング、フォローアップの各セクションでド
キュメント作成のひな形をユーザー（学習
者）へ提示し、ユーザーがそれを基にドキュ
メントを作成する。その後、サンプルのドキ
ュメントを確認し、漏れや間違っている点が
無いかを確認する。これにより、準備、ミー
ティング、フォローアップのステップを体系
的に学ぶことが可能となり、ファシリテーシ
ョン全体の能力の向上を見込むことが可能
となる。 
基盤に関しては、従来のペーパーベースで

はなく、学習の管理・教材追加・アップデー
トが容易となる E ラーニングとした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 

 
(3)国内外の学会での成果発表と今後の研究
への示唆 
毎年国内外の学会で成果発表し、研究後半

の平成 28 年度と平成 29 年度は、研究代表者
の勤務する高千穂大学において、国際シンポ
ジウムを 2 回開催することにより、本研究の

意義を広く認知させることができた。 
最初の国際シンポジウムは寺内科研(B)連

続企画（宮崎大学 平成 29 年 2 月 17 日；北
海学園大学 2 月 19 日；高千穂大学 2 月 21
日）であり、ビジネス英語に関して EBP 
（English for Business Purposes）の理論研究と
BELF の理論研究の専門家（Judy Noguchi 神
戸 学 院 大 学 教 授 （ 当 時 ） と Dr. Anne 
Kankaanranta, Aalto University, Finland）を招聘
し、本研究への理論的側面の強化を行った。 

2 回目の国際シンポジウムは「ESP 1 Day 
Conference at Takachiho University, Tokyo」とし
て、平成 30 年 2 月 20 日に高千穂大学で行っ
た。ESP 全般に対して、Judy Noguchi 神戸学
院大学名誉教授が理論的側面を発表し、さら
には異なる観点からのビジネス英語研究を
辻和成武庫川女子大学教授が紹介した。そし
て、(2)で言及した本研究の成果である「グロ
ーバルビジネスパーソンのジャンル別自律
英語学習プラットフォーム構築とその検証」
というタイトルで開発教材を提示した。 
さらに、2017 年 6 月に香港大学で開催され

た Faces of English 2: Teaching and Researching 
Academic and Professional English には本研究
の関係者全員が参加し、コロキアム、口頭発
表 2 件、ワークショップ 1 件を行い、聴衆か
らのフィードバックは非常に有益であった。
この学会参加を手掛かりとして、研究代表者
の 寺 内 一 が 編 者 の一 人 と な っ て 英 国
Routledge 社から『Towards a New Paradigm for 
English Language Teaching: Current ESP 
Perspectives in Asia and Beyond』（平成 31 年 12
月刊行予定）を出版し、本研究の成果をいく
つかの章を使って紹介する予定である。 
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